
　　※各計数は、原則として表示単位未満四捨五入のため、合計等に一致しないことがあります。

① 平成27年度予算のあらまし　　一般会計「１号補正」の概要 ② 平成27年度予算の執行状況　一般会計(平成27年9月30日現在)

 　<歳　入> 　<歳　出>

　　◇国庫支出金　　 　　17億4,277万円 　 ◇臨時福祉給付金給付事業費　　　　　　　　　　 9億2,432万6千円

　　◇都支出金 　　　　2億5,625万7千円 　 　（特別区民税(均等割)が課税されていない者を対象とした給付金(@6,000円/人)）

　　◇繰越金   　　　　2億4,086万3千円 　 ◇住民基本台帳事務費　　　　　　　　　　　　　 3億8,658万8千円

　　◇寄付金　　　　 　　 　508万2千円 　　 （個人番号ｶｰﾄﾞ交付事務に伴う地方公共団体情報ｼｽﾃﾑ機構等への業務委託等）

　　◇諸収入 　　　　　 　 　  100万円 　 ◇国民健康保険事業特別会計繰出金　　　　　　　 2億7,927万1千円

　 　（保険者支援制度の補助対象拡大等に伴う特別会計への繰出金の追加）

　 ◇子育て世帯臨時特例給付金給付事業費 　 　　　　　2億7,300万円

　　 （子育て世帯に対する臨時特例的な給付措置(@3,000円/人)）

③ 区民の負担概況 (平成27年9月30日現在) ④ 財産の現在高 (平成27年9月30日現在) 　　　⑤ 公債の現在高 (平成27年9月30日現在見込)

　　　　　

財 政 状 況 の 公 表 （平成27年度上半期）概 要

　補正後の一般会計予算の構成

　  補正額　　　　　　 22億4,597万2千円

特別区税

487億円

（22.0%）

特別区

交付金

780億円

（35.3%）

子ども家庭費

459億円

（20.8%）

福祉費

698億円

（31.6%）

健康費

235億円

（10.6%）

土木費
154億円
（6.9%）

教育費

234億円

（10.6%）

歳 入

2,211億円
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特別区民税 国保保険料 介護保険料

145,066円

147,624円

124,586円

123,963円

58,881円

56,018円

一人あたり負担額

土 地

3,604億円

(56.0%)

建 物

1,052億円

(16.3%)

基金とは…

積立基金と運用基金の２種

類があります。左の基金は、

この２つの合計です。

積立基金は、家計でいうと

貯金です。災害発生時や老朽

化した施設の改築等への備え

で、９月末現在高は1,259億

円です。

運用基金は、一定額の基金

を土地取得のために運用する

もので、200億円あります。

27年度末

現在高見込

137億円

土木債

58億円

(42.4%)

教育債

79億円

(57.6%)

公債(区債)とは…

家計でいうと住宅ローンなど

の借金です。

道路整備や学校改築など、い

くつかの世代にわたって利用す

ることのできる施設について、

将来の区民の方々にもその費用

の一部を負担していただくた

め､公債(区債)を借入れ､負担の

公平を図っています。

〔円〕

区民一人あたり財産現在高 93万8,330円 区民一人あたり公債現在高 2万4円

合 計

6,433億円

27年度26年度

工作物229億円(3.6%) その他 88億円(1.4%)
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歳 出
※前年度からの繰越予算額を含む。（単位:億円）

地方消費税交付金

98億円（4.4%）

都支出金

132億円（6.0%）
歳 出

2,211億円

その他 431億円(19.5%)

・環 境 費 89億円

・生活振興費 あ80億円

・総 務 費 74億円

・文化共育費 あ59億円

・そ の 他 129億円

基 金

1,459億円

(22.7%)

後期保険料

81,519円

79,040円

国庫支出金

499億円

（22.6%）

※前年度からの繰越予算額を含む。（単位：億円）

江戸川区の人口（住民基本台帳人口※外国人を含む） 685,580人(平成27年10月1日現在)

（被保険者
一人あたり）

（被保険者
一人あたり）

（被保険者
一人あたり）

（納税義務者
一人あたり）

その他 215億円(9.7%)
・使用料及び手数料42億円

・諸収入 42億円

・繰越金 31億円

・分担金及び負担金30億円

・その他 71億円



平 成 26年 度 決 算 の 概 要 ※各計数は、原則として表示単位未満四捨五入のため、
　合計等に一致しないことがあります。

歳出の性質別内訳
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特別区交付金

892億円

(36.2%)

特別区税

504億円

（20.4%）

国庫支出金

501億円

(20.3%)

歳 入

2,464億円

福 祉 費

1,114億円

(47.3%)

健 康 費

238億円

(10.1%)

教 育 費

233億円

(9.9%)

▲基金残高
※

■区債残高

※財政調整基金、街づくり基金、

文化施設等建設基金、

災害対策基金、

教育施設及び区民施設等改築基金、

減債基金の年度末合計残高

区債と基金の残高

区債残高は、24年度以

降減少が続き、26年度末

では143億円になりまし

た。

主要６基金残高は､｢財

政調整基金｣などへの積立

により、前年度より158億

円の増加となりました。

一 般 会 計

歳 出

2,353億円

その他 97億円(3.9%)

使用料及び手数料

41億円(1.7%)
繰入金 39億円(1.6%)

都市開発費 56億円(2.4%)

その他 55億円(2.4%)

・公債費 22億円

・産業振興費 17億円

・議会費 9億円

・諸支出金 7億円諸収入51億円(2.1%)

扶助費

857億円

(36.4%)

人件費

338億円

(14.3%)

物件費

349億円

(14.8%)

投資的

経費

217億円

(9.2%)

繰出金

218億円

(9.3%)

その他

67億円

(2.9%)

積立金

178億円

(7.6%)

生活保護、障害者や熟年者へ

の手当、保育所経費、医療費

助成など福祉的な給付経費

職員の給与、退職

金、委員の報酬など

の人に関わる経費

物品の購入、

仕事の委託な

どの経費

道路や公園、区民施

設の整備や用地取得

などの社会資本形成

に使われる経費

国民健康保険､介

護保険など特別会

計を支える経費

幼稚園保育料

の補助や融資

の利子補給など

の経費

補助費等

129億円

(5.5%)

環境費 90億円(3.8%)

平成26年度決算に基づく健全化判断比率

基金（特定目的

のための資産）

への積立に使わ

れる経費
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〕億円〔

特別区交付金と特別区税

平成20年度以降、景気低迷等により特別区交付金や特別区税は、横ばいの状態が続いて

いましたが、日本経済の景気回復の影響を受け、平成26年度も増収となりました。

◆特別区税
（区民税・軽自動車税・たばこ税・入湯税の合計額）

経常収支比率

財政構造の弾力性を

計る指標で、適正水準は

70％～80％です。

26年度は、前年度から

2.9ポイント改善し、2年

連続で適正水準となりま

した。

〕億円〔

〕年度〔
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経常収支比率

〔％〕

特別区交付金と特別区税の推移

〕年度〔

〔年度〕

総 務 費
294億円
(12.5%)

■特別区交付金（財調）区民生活費

111億円(4.7%)
繰越金

127億円(5.2%)
土木費

161億円

(6.9%)

都支出金

130億円

(5.3%)

地方消費税交付金

83億円(3.3%)

実質
赤字比率

連結実質
赤字比率

実質
公債費比率

将来負担
比率

－ － △6.0％ －

11.25％ 16.25％ 25.0％ 350.0％

江 戸 川 区

早期健全化基準

※表中の「－」はマイナス値を表し、26年度決算が

　黒字であったことと、将来負担すべき額よりも基

　金(貯金)の方が多く、将来負担比率の該当がなか

　ったことを示しています。

　なお、実質公債費比率がマイナスの場合は「△」

　と表示しています。

※早期健全化基準とは、この数値を超えると財政が

　危険な状態であることを示す、国が定めた指標で、

　江戸川区の場合の指標を記載しています。


